〔要　求〕

	１－(1) 給料表の改定については、人事院勧告を最低限として改善し、４月に遡って差額分を支給すること。また、官民・公民較差を踏まえ較差解消のために適切に対応すること。

(2) 期末・勤勉手当については、人事院勧告を最低限として0.10月改善し、また、期末手当に一本化すること。さらに、勤勉手当の成績率の拡大および勤務成績の反映は行わないこと。
(3) 給与制度の総合的見直しに関しては、現給保障を確実に実施するとともに、運用改善等によって水準を確保すること。


〔解　説〕

（１）2016給与改定について
①　俸給表
ⅰ）行政職俸給表（一）

総合職試験と一般職試験（大卒程度・高卒）採用職員の初任給を1,500円引き上げ。若年層についても同程度の改定。その他（再任用職員を含む）はそれぞれ400円の引き上げを基本に改定（平均改定率0.2％）。

ⅱ）その他の俸給表

　指定職俸給表を除き行政職（一）との均衡を基本に改定。

②　一時金

　民間の支給実績（4.32月）にあわせて、4.20月から4.30月へ0.10月引き上げ。すべてを勤勉手当に配分。再任用においても0.05月引き上げて勤勉手当へ配分。
③　実施時期
月例給：俸給表は2016年４月１日
一時金：法律の公布日
（２）給与制度の総合的見直し関係

給与制度の総合的見直しについては、昨年、地域手当や広域異動手当、単身赴任手当を2016年４月１日で完成させる勧告が出され、残すは本府省業務調整手当の引き上げのみとなっていた。

本年度の官民較差の一部（206円）原資を活用した引き上げと、2017年１月１日昇給による現給保障の解消原資を活用した引き上げが勧告された。

①　2016年４月１日に遡及－係長級：4%→4.5%相当額、係員級：2%→2.5%相当額

　※官民較差原資を活用
②　2017年４月１日に措置－係長級： 4.5%→5.5%相当額、係員級：2.5%→3.5%相当額

　※2017年１月１日昇給により生じる現給保障解消原資を活用
（３）給与改定原資の考え方について
人事院勧告・人事委員会勧告においては、民間給与と比較を行う際に「給与原資」という考え方を基礎にして比較を行います。今年のようにプラス較差となる場合は、国家公務員給与の給与原資総体が拡大することを意味しますが、逆に過去あったようなマイナス較差では、給与原資総体が減少することとなります。今年はプラス較差となりましたので拡大した給与原資については一般的に給与改定原資と呼びますが、具体的な手法として俸給表や諸手当の改善に配分を行い、較差の解消を行うことが人事院勧告の役割となります。
市町村ではこうした「給与原資」という考え方を持たずに給与改定を行うために、理解しづらい考え方ですが、下記の図を見て、俸給448円、本府省業務調整手当206円、跳ね返り分54円の総額の708円が較差となり、それを給与改定原資と一般的に呼びます。
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（４）今年の官民較差の意味について
こうした給与原資の考え方を踏まえると、仮に地方公務員において公民較差が官民較差と同じ程度のプラス較差になったと仮定した場合、その自治体における給与原資がその較差分だけ拡大するという理解にたって、給料表や諸手当などへ配分を行うことが必要となります。
今年の官民較差は0.17％、708円となっていますが、俸給表の改定に必要な給与改定原資は448円のみのため、地方公務員は国どおりの給料表を適用しただけでは給与改定原資を全額解消することができません。解消することができないということは民間給与との均衡が崩れるということで、人勧制度の基本が守られないということとなります。
（５）解消できない原資分の調整方策について
①　公民比較対象給与費目で調整を行う方法
　給料額以外の比較対象給与は扶養手当、管理職手当、初任給調整手当、住居手当、単身赴任手当(基礎額)、特地勤務手当等、寒冷地手当となりますが、これらの金額を引き上げることにより、較差を解消することが可能となります。ただし、手当によっては特別交付税の減額となる場合があります。
	

	【参照】特別交付税に関する省令（抜粋）
第２条
　各道府県に対して毎年度十二月に交付すべき特別交付税の額は、第一号の額から第二号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）に第三号の額を加えた額とする。
ニ　期末手当、勤勉手当及び期末特別手当の支給にあたつて、一般職の職員の給与に関する法律 （昭和二十五年法律第九十五号。以下「一般職給与法」という。）に規定する期末手当、勤勉手当若しくは期末特別手当の支給割合を超える支給割合を用い、又は期末手当、勤勉手当若しくは期末特別手当の基礎額について同法に規定する方法と著しく異なる方法による加算措置を行つている道府県について、同法に規定する期末手当、勤勉手当及び期末特別手当の支給割合並びに当該道府県の期末手当、勤勉手当及び期末特別手当の基礎額から当該加算措置に係る額を控除して得た基礎額により計算して得た額の総額を超えて支給された期末手当、勤勉手当及び期末特別手当（実質的にこれらに相当する給付を含む。）の額（以下「超過支給額」という。）で前年度までの特別交付税の額の算定の基礎に算入されなかつた超過支給額を基礎として算定した額
第３条 
　各市町村に対して毎年度十二月に交付すべき特別交付税の額は、第一号の額及び第六号の額の合算額に、第三号の額から第四号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）と第二号の額の合算額から第五号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）を加えた額とする。
二　前条第二項から第四項までの規定は、前項の場合について準用する。この場合において、同条第二項中「前項」とあるのは「第三条第一項」と、同条第三項中「第一項」とあるのは「第三条第一項」と、「第三号」とあるのは「第六号」と、同条第四項中「第一項第一号」とあるのは「第三条第一項第三号」と読み替えるものとする。
第４条
　各道府県に対して毎年度三月に交付すべき特別交付税の額は、第一号の額及び第二号の額の合算額から第三号の額及び第四号の額の合算額を控除した額とする。
三　次に掲げる額の合算額
イ　当該年度の六月分及び十二月分に係る超過支給額並びに当該年度の十二月分の特別交付税の額の算定の基礎に算入されなかつた超過支給額の合算額を基礎として算定した額（表示単位は千円とし、表示単位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入する。以下この号において同じ。）
ロ　交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで徒歩により通勤する者に対して当該年度に支給された通勤手当の額
ハ　退職することを理由として特別昇給した職員に対して当該年度に支給された退職手当の額のうち、当該特別昇給により増加した額
ニ　当該年度における地方自治法第二百四条第二項に規定する寒冷地手当の支給総額（以下「寒冷地手当支給総額」という。）が、国家公務員の寒冷地手当に関する法律 （昭和二十四年法律第二百号）第二条に定める額を当該道府県の条例に規定する寒冷地手当の額とみなして計算した寒冷地手当の支給総額（以下「みなし寒冷地手当支給総額」という。）を上回る道府県について、寒冷地手当支給総額からみなし寒冷地手当支給総額を控除して得た額
ホ　当該年度における地方自治法第二百四条第二項に規定する地域手当の支給総額（以下「地域手当支給総額」という。）が、一般職給与法第十一条の三第二項 に定める割合（当該割合が人事院規則九―四九（地域手当）別表第一に定められていない地域にあつては、「地域手当支給基準を満たす地域の一覧について」（平成十七年九月二十六日付け総務省給与能率推進室第七号通知）における地域手当の指定基準により算定した割合）を当該道府県の条例に規定する地域手当支給割合とみなして計算した地域手当の支給総額（以下「みなし地域手当支給総額」という。）を上回る道府県（地域手当支給総額がみなし地域手当支給総額以下となる道府県に準ずるものとして総務大臣が認める道府県を除く。）について、地域手当支給総額からみなし地域手当支給総額を控除して得た額
第５条
　各市町村に対して毎年度三月に交付すべき特別交付税の額は、第一号の額に第三号の額から第四号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）と第二号の額の合算額から第五号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）を加えた額とする。
四　次に掲げる額の合算額
イ　前条第一項第三号の額の算定方法に準じて算定した額

	


②　解消できない較差分に対応する調整率を算出して給料表にかけて調整する方法
　国家公務員と地方公務員では給料表の各級・各号俸（給）に在籍する職員の数が異なりますので、同じ給料表を適用したとしても、給与原資総体で考えると改定率が国と各都道府県では一致はしません。

　給料表の改定を国と同様に行った上で、改定に必要な原資を総体の給与原資拡大分から差し引いた残り原資について、全職員で割って、あらためて調整率を算出して、給料表にかけて調整するという手法です。昨年の人事委員会の勧告においては、山形県や広島県で取られた方法です。
	　〔具体的な計算式〕
①（708円×職員数）－（人勧同様の改定を行ったことで活用した原資（②））
③（①／職員数）／（410,984円（国公官民比較ベース）+（②/職員数））


③　マイナス較差が生じた時の年間給与の制度調整方式の逆の考え方で調整する方法
　人事院勧告における過去のマイナス改定の際には、2003年勧告以降は「官民較差相当分を解消する制度調整方式」が取られてきています。これは、比較が毎年４月1日時点での給与額で比較するため、マイナス較差となった分を職員一人ひとりに対して厳格に遡って調整するということではなく、４月の官民比較対象給与総額をもって制度的に調整を行いました。特に給与構造改革後は、改定がある級号給に在籍している職員や現給保障対象職員のみでマイナス改定分の給与原資を分配するようなやり方に変わりました。
　この手法は地方自治法の改正をともなわずに行われていますが、今年のようなプラス改定の時にも、個々の職員に対して厳格な改定調整ではなく、職員の４月の官民比較対象給与総額をベースに、逆較差の際の年間給与の制度調整の逆の考え方で調整を行うとする方法です。官民較差と公民較差が同じだとした場合に、改定率を0.17%として制度調整を行うこととなります。
	　〔具体的な計算式〕
①　個々人の本年４月の官民比較対象給与総額×改定率×調整月数（４月から条例改正までの月数）
②　夏季（６月）一時金支給額×改定率
この（①＋②）の額を12月賃金支給日等に精算して、年間給与の調整を行う。


（６）運用改善等による給与制度の総合的見直し実損額の圧縮について

　圧縮の手法については、到達級の改善や昇給基準の短縮、特別昇給原資の活用などが考えられます。単組によって運用状況は様々ですが、年齢別ポイント級号給なども見据えながら改善していくことが重要です。各単組の到達状況については2016年度道本部賃金労働条件実態調査結果をご参照いただき、地方本部・近隣単組とも連携しながら取り組みを進めてください。
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